
憲
法
冊
子
の
全
世
帯
配

布
の
検
討
・
実
施
を
求
め
る
。

予
算
編
成
の
過
程
で
慎

重
に
検
討
す
る
。

子
ど
も
の
権
利
条
例
の

制
定
に
向
け
、
具
体
的
な
準
備

に
取
り
組
む
べ
き
。

来
年
度
か

ら
庁
内
職
員
に
よ
る
検
討
組
織

を
立
ち
上
げ
る
。

行
財
政
改
革
は
、
憲
法

第
25
条
の
「
生
存
権
」
と
地
方

自
治
法
の
「
福
祉
の
増
進
」
を

基
本
に
据
え
る
べ
き
。

行
革
で
財
源
を
生
み
出

し
、
将
来
に
わ
た
る
住
民
福
祉

の
増
進
を
実
現
す
る
こ
と
が
市

長
の
責
務
で
あ
る
。

文
部
科
学
省
の
調
査
で

は
、
少
人
数
学
級
が
効
果
的
だ
。

法
律
が
改
正
さ
れ
る

と
、
学
級
編
制
権
は
学
校
に
、

学
級
定
数
の
基
準
決
定
権
は
市

町
村
に
移
る
。
教
員
と
教
室
の

増
加
を
も
意
味
し
、
総
合
的
に

判
断
し
て
い
く
。

普
通
教
室
に
就
学
し
て

い
る
障
害
児
へ
の
介
助
員
配
置

に
つ
い
て
問
う
。

新
年
度
ス
タ
ー
ト
に

向
け
、
持
続
可
能
な
制
度
を
構

築
し
て
い
く
。

小
学
校
保
健
室
へ
の
温

水
シ
ャ
ワ
ー
設
置
の
状
況
を
問

う
。

設
置
さ
れ
て
い
る
の

は
１
校
だ
け
。
簡
易
的
な
設
備

が
あ
る
の
は
２
校
だ
け
。
16
校

に
つ
い
て
は
大
規
模
改
修
事
業

の
一
環
と
し
て
実
施
し
て
い
く
。

15
年
度
40
・
２
％
、
16
年
度

44
・
４
％
、
17
年
度
47
・
５
％

で
、
18
年
度
に
50
％
に
な
る
。

保
育
所
運
営
費
負
担
金
、
学
童

ク
ラ
ブ
育
成
料
の
不
納
欠
損
に

つ
い
て

保
育
料
徴
収
に
つ
い
て
は
、

再
三
の
督
促
に
も
か
か
わ
ら
ず

向
上
に
つ
な
が
ら
な
い
状
態
。

差
し
押
さ
え
に
つ
い
て
も
研
究

し
た
い
。
所
得
税
に
応
じ
た
負

担
割
合
が
定
め
ら
れ
て
い
る
の

で
、
改
め
て
別
制
度
に
よ
り
補

て
ん
す
る
こ
と
は
困
難
。
個
別

の
状
況
に
応
じ
た
き
め
細
か
な

納
付
相
談
な
ど
、
納
付
い
た
だ

け
る
環
境
づ
く
り
に
努
め
た
い
。

学
童
ク
ラ
ブ
育
成
料
の
不
納
欠

損
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
旧

市
分
の
計
上
。
16
年
度
か
ら
は
、

滞
納
者
の
申
請
に
つ
い
て
直
接

窓
口
で
面
接
し
、
納
付
計
画
書

を
提
出
し
て
い
た
だ
い
た
上
で

応
じ
る
方
法
も
と
っ
て
い
る
。

16
年
度
の
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ

ン
ス
と
そ
れ
に
対
す
る
見
解
に

つ
い
て

プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
は

市
債
54
億
６
千
500
万
円
に
対
し

公
債
費
33
億
３
千
600
万
円
で
、

借
り
る
方
が
多
い
。
市
債
残
高

は
22
年
に
ピ
ー
ク
を
迎
え
、
こ

の
ま
ま
赤
字
が
続
く
。
23
年
以

降
返
済
が
多
く
な
る
が
、
そ
の

と
き
に
市
税
等
を
含
め
た
市
の

対
応
力
が
あ
る
か
が
問
題
だ
。

中
学
校
給
食
の
評
価
に
つ
い
て

16
年
度
の
平
均
喫
食
率
は

2.9
％
。
11
月
に
若
干
改
正
し
た

結
果
、
４
月
〜
10
月
の
2.4
％
が

11
月
〜
３
月
は
3.6
％
と
な
り
、

17
年
度
も
伸
び
て
い
る
の
で
、

措
置
を
経
て
18
年
度
に
本
則
と

な
る
。
各
年
度
２
千
100
万
円
か

ら
２
千
200
万
円
の
増
と
な
る
。

保
育
園
運
営
費
に
対
す
る
割
合

は
、
15
年
度
9.3
％
、
16
年
度

10
・
４
％
と
な
っ
た
。
国
基
準

に
対
す
る
保
育
料
の
割
合
は
、

◆
一
般
会
計
歳
入
歳
出
決
算

【
主
な
質
疑
応
答
】

16
年
度
の
保
育
料
引
き
上
げ
の

財
政
的
評
価
に
つ
い
て

保
育
料
は
も
と
も
と
国
基
準

が
他
市
と
比
べ
低
か
っ
た
こ
と

か
ら
改
定
し
、
３
カ
年
の
経
過
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議
員
の
寄
附
行
為
に
か
か
る
決
議

議
員
等
は
、
公
職
選
挙
法
に

よ
り
、「
選
挙
区
内
に
あ
る
者
に

対
し
、
い
か
な
る
名
義
を
も
っ
て

す
る
を
問
わ
ず
、
寄
附
を
し
て
は

な
ら
な
い
」
と
さ
れ
て
い
る
。

と
こ
ろ
が
、
こ
の
こ
と
に
関

し
、
先
般
、
他
県
に
お
い
て
県

会
議
員
及
び
市
議
会
議
員
が
、

地
区
運
動
会
に
際
し
て
、
参
加

費
と
い
う
名
目
で
数
千
円
を
寄

附
し
た
と
し
て
、
公
職
選
挙
法

違
反
（
寄
附
行
為
の
禁
止
）
の

疑
い
で
、
地
方
検
察
庁
に
書
類

送
検
さ
れ
た
と
い
う
事
例
が
あ

っ
た
。

こ
の
よ
う
な
事
件
が
起
こ
る

こ
と
が
な
い
よ
う
に
、
改
め
て

法
令
を
遵
守
し
、
市
民
の
信
頼

を
得
る
こ
と
に
引
き
続
き
努
め

る
こ
と
を
表
明
す
る
。

移
動
介
護
の
水
準
維
持
と
利
用

料
負
担
の
軽
減
を

真
の
障
害
者
自
立
に
は
、

こ
れ
ま
で
ど
お
り
の
移
動
介
護

の
水
準
が
不
可
欠
。
サ
ー
ビ
ス

の
利
用
料
が
10
％
に
重
く
な
る
。

低
所
得
者
、
重
度
障
害
者
へ
の

利
用
負
担
を
１
％
に
軽
減
を
。

ノ
ー
マ
ラ
イ
ゼ
ー
シ
ョ

ン
の
社
会
を
築
く
こ
と
、
過
不

足
な
く
サ
ー
ビ
ス
が
提
供
で
き

る
体
制
づ
く
り
を
、
専
門
家
も

含
め
き
め
細
か
な
対
応
を
図
る
。

現
行
の
問
題

点
を
踏
ま
え
、
今
後
の
移
動
介

護
は
柔
軟
性
あ
る
支
援
を
行
う
。

個
別
減
免
の
検
討
は
、
政
省
令

を
受
け
て
行
う
。

就
職
相
談
の
窓
口
設
置
を

就
労
支
援
や
訓
練
セ
ン

タ
ー
の
設
置
を
。

大
き
な
柱
が

就
労
支
援
で
あ
り
、
一
般
企
業

の
就
労
に
向
け
た
プ
ロ
グ
ラ
ム

を
用
意
等
し
た
い
。

障
害
者
セ
ン
タ
ー
機
能
の
充
実

を

２
カ
所
の
障
害
者
セ
ン

タ
ー
機
能
の
充
実
を
。

利
用
状
況
を
踏
ま
え
て

機
能
の
見
直
し
を
図
り
、
18
年

度
に
は
保
谷
障
害
者
福
祉
セ
ン

タ
ー
の
改
修
を
行
う
。保谷

セ
ン
タ

ー
は
身
体
障
害
者
デ
イ
サ
ー
ビ

ス
施
設
、
田
無
セ
ン
タ
ー
は
知

的
障
害
者
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
施
設

と
し
て
機
能
充
実
を
図
る
。
利

用
者
の
意
見
を
伺
い
な
が
ら
、

18
年
12
月
ご
ろ
か
ら
改
修
予
定
。

行
財
政
改
革
は
地
方
自
治
法
の

「
福
祉
の
増
進
」
を
基
本
に安

斉
　
慎
一
郎
（
共
産
）

３
月
議
会
に
提
案
す
る
障
害
者
自
立

支
援
条
例
に
低
所
得
者
対
策
を葉

原
　
時
美
（
共
産
）

保谷駅南口

議
会
制
度
改
革
の
早
期
実
現
に

関
す
る
意
見
書

【
提
出
先
】
衆
議
院
議
長
、
参

議
院
議
長
、
内
閣
総
理
大

臣
、
総
務
大
臣

「
真
の
地
方
分
権
改
革
の
確
実

な
実
現
」
に
関
す
る
意
見
書

【
提
出
先
】
衆
議
院
議
長
、
参

議
院
議
長
、
内
閣
総
理
大

臣
、
内
閣
官
房
長
官
、
経
済

財
政
政
策
・
金
融
担
当
大

臣
、
総
務
大
臣
、
財
務
大
臣

公
団
（
都
市
再
生
機
構
）
の
家

賃
値
上
げ
を
見
合
わ
せ
、
居
住

の
安
定
を
図
り
、
国
会
決
議
の

全
面
実
現
を
求
め
る
意
見
書

【
提
出
先
】
内
閣
総
理
大
臣
、

国
土
交
通
大
臣
、
独
立
行
政

法
人
都
市
再
生
機
構
理
事
長

今
後
も
こ
の
形
態
を
続
け
た
い

と
考
え
て
い
る
が
、
ア
ン
ケ
ー

ト
調
査
を
実
施
し
、
審
議
会
に

も
か
け
て
い
く
予
定
。

予
備
費
の
充
用
に
つ
い
て

16
年
度
は
、
Ｐ
Ｃ
Ｂ
、
台
風

23
号
、
新
潟
中
越
地
震
の
支
援
、

年
度
末
で
の
想
定
外
の
退
職
者

の
発
生
等
に
よ
り
予
備
費
の
充

用
が
増
大
し
た
。
例
年
８
千
万

円
を
計
上
し
、
そ
の
執
行
は
市

に
ゆ
だ
ね
ら
れ
て
い
る
の
で
、

緊
急
を
要
す
る
も
の
と
し
て
限

定
的
な
制
度
運
用
に
努
め
た
い
。

多
額
な
も
の
に
つ
い
て
は
、
議

会
へ
の
情
報
提
供
等
に
つ
い
て

何
ら
か
の
配
慮
を
検
討
し
た
い
。

通
勤
手
当
を
６
カ
月
定
期
分
に

変
更
し
た
こ
と
に
よ
る
効
果
に

つ
い
て

削
減
効
果
は
530
万
円
で
、
人

事
異
動
に
よ
る
精
算
事
務
行
為

を
考
え
て
も
節
減
が
図
れ
た
。

ス
ポ
ー
ツ
振
興
基
金
の
目
的
に

つ
い
て

市
民
の
ス
ポ
ー
ツ
活
動
を
援

助
し
、
ス
ポ
ー
ツ
の
振
興
を
図

る
こ
と
が
目
的
。
全
国
大
会
、

関
東
大
会
に
出
場
す
る
団
体
、

個
人
に
補
助
す
る
。
16
年
度
実

績
は
関
東
大
会
出
場
３
団
体
、

全
国
大
会
出
場
個
人
３
名
。

【
結
果
】
賛
成
多
数
で
認
定

◆
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
歳

入
歳
出
決
算

【
結
果
】
賛
成
多
数
で
認
定

◆
下
水
道
事
業
特
別
会
計
歳
入

歳
出
決
算

【
結
果
】
賛
成
全
員
で
認
定

◆
受
託
水
道
事
業
特
別
会
計
歳

入
歳
出
決
算

【
結
果
】
賛
成
全
員
で
認
定

◆
中
小
企
業
従
業
員
退
職
金
等

共
済
事
業
特
別
会
計
歳
入
歳
出

決
算

【
結
果
】
賛
成
全
員
で
認
定

◆
老
人
保
健
（
医
療
）
特
別
会

計
歳
入
歳
出
決
算

【
結
果
】
賛
成
全
員
で
認
定

◆
駐
車
場
事
業
特
別
会
計
歳
入

歳
出
決
算

【
主
な
質
疑
応
答
】

ア
ス
タ
市
営
駐
車
場
の
現
況
、
耐

用
年
数
と
積
み
立
て
に
つ
い
て

土
日
は
依
然
渋
滞
を
招
い
て

い
る
の
で
、
ア
ス
タ
と
協
力
し

て
入
庫
の
案
内
や
ガ
ー
ド
マ
ン

配
置
を
工
夫
し
た
。
機
械
式
駐

車
場
は
入
庫
に
時
間
が
か
か
る

と
聞
い
て
い
る
が
、
利
用
台
数

も
ふ
え
る
の
で
、
工
夫
が
で
き

決
算
の
審
査
か
ら（
決
算
特
別
委
員
会
の
主
な
審
査
状
況
）

平
成
16
年
度
決
算
に
つ
い
て
、
11
月
７
日
か
ら
10
日
ま
で
の
４
日
間
に
わ
た
り
決
算
特
別

委
員
会
を
開
催
し
て
審
査
を
行
い
ま
し
た
。
こ
こ
で
は
、
そ
の
主
な
内
容
に
つ
い
て
お
知
ら

せ
し
ま
す
。

な
い
か
協
議
し
て
い
る
。

耐
用
年
数
は
総
務
省
令
に
よ

り
38
年
。
当
初
事
業
は
６
億
９

千
200
万
円
で
、
当
面
は
そ
の
半

分
程
度
と
し
て
３
億
５
千
万
円

を
積
み
立
て
た
い
。

【
結
果
】
賛
成
全
員
で
認
定

◆
介
護
保
険
特
別
会
計
歳
入
歳

出
決
算

【
結
果
】
賛
成
全
員
で
認
定

◆
保
谷
駅
南
口
地
区
第
一
種
市

街
地
再
開
発
事
業
特
別
会
計
歳

入
歳
出
決
算

【
主
な
質
疑
応
答
】

東
町
駐
輪
場
の
代
替
地
に
つ
い

て
東
町
駐
輪
場
は
権
利
者
の
代

替
地
と
し
て
の
処
分
に
当
た
り

土
壌
調
査
等
を
行
う
た
め
閉
鎖

し
て
い
る
。
駐
輪
場
の
代
替
地

は
近
隣
住
民
と
協
議
し
て
い
る
。

【
結
果
】
賛
成
多
数
で
認
定

 

一般会計 602億4,054万円 592億1,700万円 10億2,354万円 
 国民健康保険 139億6,467万円 136億9,633万円 2億6,834万円 
 下水道事業 46億1,117万円 45億7,513万円 3,064万円 
 受託水道事業 15億3,651万円 15億3,651万円 ― 
 中小企業従業員 
 退職金等共済事業

 1億6,600万円 1億4,924万円 1,676万円
 

 老人保健（医療） 131億8,735万円 132億7,539万円 △8,804万円 
 駐車場事業 2億　671万円 1億9,727万円 944万円 
 介護保険 74億7,033万円 74億4,635万円 2,398万円 
 保谷駅南口地区第一種 
 市街地再開発事業

 4億2,817万円 4億2,489万円 328万円
 

 計 1,018億1,145万円 1,005億1,811万円 12億9,334万円 

平成16年度各会計の決算概要 
 会計名 収入済額 支出済額 収入支出差引額 

  市債 市が長期に借り入れたお金 
  繰入金 市の貯金（基金等）から繰り入れたお金 
  民生費 高齢･障害者の方、子どもへの福祉にかかる費用 
  土木費 道路･公園の整備などにかかる費用 
  総務費 市役所の運営、財産管理などにかかる費用 
  衛生費 保健衛生関係、ごみ収集、公害対策などにかかる費用 
  公債費 市債（長期の借金）の返済にかかる費用 

特
　
別
　
会
　
計 

予
算
科
目
の
説
明 

歳
入 
歳
　
　
出 

一般会計歳入 

一般会計歳出 
その他 
2.9%

消防費 
4.6%衛生費  

9.2%

教育費 
11.1%

土木費  
12.4%
土木費  
12.4%

公債費  
13.8%

民生費  
33.8%

市税  
44.6%

市債  
16.8%

その他  
7.9%

公債費  
13.8%

総務費  
12.2%

民生費  
33.8%総　額 

592億1,700万 

総　額 
602億4,054万 

国庫支出金 
 9.1%

都支出金  
7.9%

繰入金  
4.3%

地方交付税 4.3%

地方特例交付金 1.9%地方消費税交付金 
 3.2%

市税  
44.6%

市債  
16.8%

その他  
7.9%
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